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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第144期

第2四半期連結
累計期間

第145期
第2四半期連結
累計期間

第144期
第2四半期連結
会計期間

第145期
第2四半期連結
会計期間

第144期

会計期間

自  平成20年
      4月1日
至  平成20年
      9月30日

自  平成21年
      4月1日
至  平成21年
      9月30日

自  平成20年
      7月1日
至  平成20年
      9月30日

自  平成21年
      7月1日
至  平成21年
      9月30日

自  平成20年
      4月1日
至  平成21年
      3月31日

売上高 (百万円) 25,065 27,409 13,793 16,939 71,392

経常利益又は経常損失
(△)

(百万円) △1,039 △208 △399 140 2,311

四半期純損失(△)又は
当期純利益

(百万円) △853 △426 △486 △94 628

純資産額 (百万円) ― ― 30,766 30,545 30,943

総資産額 (百万円) ― ― 72,262 65,299 80,779

1株当たり純資産額 (円) ― ― 490.68 487.19 493.52

1株当たり四半期純損失
金額(△)又は1株当たり
当期純利益金額

(円) △13.62 △6.80 △7.75 △1.51 10.02

潜在株式調整後
1株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 42.6 46.8 38.3

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,614 7,909 ― ― △3,362

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △808 △1,465 ― ― △759

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,709 △9,221 ― ― 4,456

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ― ― 3,775 3,237 6,014

従業員数 (名) ― ― 1,735 1,776 1,712

(注)　１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

２ 第144期第2四半期連結累計期間、第144期第2四半期連結会計期間、第145期第2四半期連結累計期間および第

145期第2四半期連結会計期間の潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額については、関連会社の発行する

潜在株式は存在しておりますが、1株当たり四半期純損失金額であるため記載しておりません。

第144期の潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。

　

EDINET提出書類

株式会社京三製作所(E01770)

四半期報告書

 2/32



２ 【事業の内容】

当第2四半期連結会計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）において営まれる事業

の内容に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第2四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成21年9月30日現在

従業員数(名) 1,776[312]

(注) １　従業員数は就業人員であります。

２　従業員数欄の[外書]は、臨時従業員の当第2四半期連結会計期間の平均雇用人員であります。

　

(2) 提出会社の状況

　 平成21年9月30日現在

従業員数(名) 1,052[170]

(注) １　従業員数は就業人員であります。

２　従業員数欄の[外書]は、臨時従業員の当第2四半期会計期間の平均雇用人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第2四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであ

ります。
　

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同四半期比(％)

信号システム事業 12,506 △10.6

電気機器事業 2,410 △39.6

合計 14,917 △17.1

(注) １  セグメント間取引については、相殺消去しております。
２  金額は、販売価格によっております。
３  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注実績

当第2四半期連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであ

ります。

　

事業の種類別セグメントの名称 受注高(百万円)
前年同四半期比

(％)
受注残高(百万円)

前年同四半期比
(％)

信号システム事業 11,963 △19.5 40,667 △18.2

電気機器事業 2,317 △44.4 4,762 △17.1

合計 14,281 △24.9 45,429 △18.0

(注) １  セグメント間取引については、相殺消去しております。

２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 販売実績

当第2四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであ

ります。
　

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同四半期比(％)

信号システム事業 15,062 45.8

電気機器事業 1,877 △45.8

合計 16,939 22.8

(注) １  セグメント間取引については、相殺消去しております。

２  主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先

前第2四半期連結会計期間 当第2四半期連結会計期間

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

独立行政法人 鉄道建設・運輸
施設整備支援機構

36 0.26 2,070 12.22

東京エレクトロンAT株式会社 1,473 10.68 734 4.33

３  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

EDINET提出書類

株式会社京三製作所(E01770)

四半期報告書

 4/32



２ 【事業等のリスク】

当第2四半期連結会計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第2四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社および連結子会

社）が判断したものであります。

　

（1）経営成績の分析

当第2四半期連結累計期間におけるわが国経済は、一部に景気回復傾向の観測があるものの、設備

投資抑制継続、雇用情勢の悪化による個人消費の冷え込みなど、景気回復を実感するまでには至ら

ず、依然として先行き不透明といわざるを得ない状況で推移いたしました。

　このような状況のなか、当社グループも引き続き厳しい事業環境にありましたが、主力の鉄道信号

システム関連で鉄道事業者の安全投資が継続されたことを背景として、信号システム事業をはじめ

全社をあげてコスト低減ならびに生産効率の改善に努め、収益体質強化を進めてまいりました。

　当第2四半期連結会計期間の売上高は、16,939百万円と前年同四半期会計期間に比べて3,146百万

円増収となり、利益面につきましても当連結会計期間の営業利益は395百万円と前年同四半期会計

期間に比べ628百万円、経常利益も140百万円と539百万円の増益、四半期純損益では94百万円と391

百万円の改善となりました。

　この結果、当第2四半期連結累計期間の売上高は27,409百万円と前年同連結累計期間に比べて

2,343百万円の増収となり、利益面につきましても、当第2四半期連結累計期間の営業利益は256百万

円と前年同連結累計期間に比べて1,163百万円の増益となりました。また、当社の持分法適用会社で

あります日本インター株式会社による持分法投資損失552百万円の計上で、経常損失208百万円、四

半期純損失426百万円となりましたが、前年同連結累計期間に比べて経常損益では831百万円、四半

期純損益では427百万円の改善となりました。

 

　事業のセグメント別の業績概況は、次のとおりであります。

 

〔信号システム事業〕

　鉄道信号システムにつきましては、主力製品の「ＡＴＣ、ＡＴＳ装置」をはじめ、東京メトロ「有

楽町線ホームドアおよび可動ステップ」、「中国向け電子連動装置用品」などの受注もありました

が、受注高は前年同期に比べて減少となりました。一方売上高は、前期からの受注残に加えて「九州

新幹線延伸信号設備」をはじめ、「ＡＴＣ、ＡＴＳ装置」などの信号保安製品が引き続き堅調で前

年同期に比べて大幅な増加となりました。また、道路交通管制システムにつきましては、厳しい事業

環境が続いております。

　当第2四半期連結会計期間の信号システム事業は、受注高11,963百万円、売上高15,062百万円とな

り、この結果、当第2四半期連結累計期間では受注高29,962百万円、売上高24,165百万円となりまし

た。

EDINET提出書類

株式会社京三製作所(E01770)

四半期報告書

 5/32



 

〔電気機器事業〕

　半導体応用機器につきましては、主力の産業機器用電源装置が市況の低迷により引き続き極めて

厳しい事業展開を強いられ、伸長を期待しております「太陽光パネル製造装置用電源装置」もス

ポット的な案件での受注にとどまりました。また、通信設備用電源装置は利益確保に向けた選択受

注をより一層進めてまいりました。

　当第2四半期連結会計期間の電気機器事業は、受注高2,317百万円、売上高1,877百万円となり、この

結果、当第2四半期連結累計期間では受注高4,395百万円、売上高3,243百万円と前年同期に比べてほ

ぼ半減となりました。

 

（2）財政状態の分析

当第2四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べて15,479百万円減少し65,299

百万円となりました。主な増減は以下のとおりであります。

　資産の部は、たな卸資産が1,451百万円、有形固定資産が830百万円増加し、受取手形及び売掛金が

14,955百万円減少しました。

　負債の部は、支払手形及び買掛金が5,547百万円、未払法人税等が980百万円、借入金が短期、長期あ

わせて8,887百万円減少しました。

　純資産の部は、その他有価証券評価差額金が349百万円増加し、利益剰余金が740百万円減少しまし

た。

　

（3）キャッシュ・フローの状況

当第2四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物は、前第2四半期連結会計期間末に比べ537百

万円減少し3,237百万円となりました。当四半期連結会計期間に係る区分ごとのキャッシュ・フ

ローの状況は以下のとおりであります。

　当第2四半期連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは550百万円のマイナスと

なり、前第2四半期連結会計期間に比べ2,945百万円増加しました。これはたな卸資産が4,809百万円

減少したことが主な要因であります。

　当第2四半期連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは1,384百万円のマイナス

となり、前第2四半期連結会計期間に比べ975百万円減少しました。これは有形固定資産の取得によ

る支出が656百万円増加したことが主な要因であります。

　当第2四半期連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは604百万円のマイナスと

なり、前第2四半期連結会計期間に比べ1,762百万円減少しました。これは借入金が短期、長期あわせ

て1,754百万円減少したことが主な要因であります。

 

 

EDINET提出書類

株式会社京三製作所(E01770)

四半期報告書

 6/32



（4）事業上および財務上の対処すべき課題

当第2四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な

変更および新たに生じた課題はありません。

　

なお、当社は財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めてお

り、その内容等（会社法施行規則第118条第3号に掲げる事項）は以下のとおりであります。

　

（株式会社の支配に関する基本方針）

(1) 基本方針の内容

　　京三製作所は1917年、大正6年9月3日の創立以来、約90年にわたり鉄道事業、交通事業、電気通信・

電力事業の各分野に立脚するメーカーとしてさまざまな製品を開発、製造してまいりました。これ

ら製品の中に国産初、世界初と称されるものが数多くありますように、当社グループは創業以来優

れた技術と確かな対応力で社会性、公共性の高い、社会の根幹に寄与する分野において信頼と実績

を築きあげてまいりました。

　

当社は社会性、公共性の高い業種に属していることから、顧客の信頼に応えて、安全・高品質・

高付加価値の製品を迅速かつ安価に提供し続け、企業価値・株主共同の利益を確保・向上させて

いくためには、①顧客事業の根幹にかかわる製品の安定供給責任を全うするための長期的視点に

立脚した安定的経営を持続すること、②安全の確保・増進に向けた不断の先行的な研究開発投資、

設備投資並びにこれを可能とする一定の内部留保水準を維持・確保すること、③高度の技術・技

能を維持、継承していくための雇用を安定・確保すること、④社会の公共性、公益性、安全性に深く

かかわる事業に携わるものとしての社員の誇りと責任意識の高い水準の保持＝京三製作所の企業

文化・価値観を持続すること、等が必要不可欠であります。

　これらが当社の株式の大量買付を行う者により中長期的に確保され、向上させられるのでなけれ

ば、当社の企業価値・株主共同の利益は著しく毀損されることになります。また、外部者である買

収者からの大量買付の提案を受けた際には、上記事項の他、当社の有形無形の経営資源、将来を見

据えた施策の潜在的効果その他当社の企業価値を構成する事項等さまざまな事項を適切に把握し

た上、当該買付が当社の企業価値・株主共同の利益に及ぼす影響を適切に判断する必要がありま

す。

　当社は、株式の大量買付であっても、当社の企業価値・株主共同の利益に資するものであれば、こ

れを一概に否定するものではありません。また、株式会社の支配権の移転を伴う買収提案について

の判断は、最終的には株主全体の意思に基づき行われるべきものと考えております。

しかしながら、株式の大量買付の中には、その目的等から見て企業価値・株主共同の利益に対す

る明白な侵害をもたらすもの、株主に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、対象会社の

取締役会や株主による株式の大量買付の内容等に関する検討あるいは対象会社の取締役会による

代替案提案のための十分な時間や情報を提供しないもの、対象会社が買収者の提示した条件より

も有利な条件をもたらすために買収者との交渉を必要とするもの等、企業価値・株主共同の利益

に資さないものも少なくありません。

　これらの事情に鑑み、当社取締役会は、当社株式に対する大量買付が行われた際に、当該大量買付

に応じるべきか否かを株主の皆様が判断し、あるいは当社取締役会が株主の皆様に代替案を提案

するために必要な情報や時間を確保したり、株主の皆様のために交渉を行うこと等を可能とする

ことにより、当社の企業価値・株主共同の利益に反する大量買付を抑止するための枠組みが必要

不可欠であると考えます。
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(2) 具体的取組み

① 基本方針の実現に資する特別な取組み

　当社は、創立100周年に向けた新たなビジョン《KYOSANNewVision-100》を策定しました。

《KYOSANNewVision-100》は、目指す企業像として“安全”と“安心”を創造し、進化させていく

信頼の企業「信頼度ナンバーワンKYOSAN」を掲げ、「京三製作所ならびに関係会社で働く人々の

幸福と進歩」「株主に対する配当を始めステークホルダーに対する合理的なリターン」「社会へ

の貢献と地球環境への配慮」を企業目的としております。

その実現に向け、「技術と品質、価格と納期を通じた顧客の満足と信頼の確保をベースとした事業

拡充」「コアコンピタンスと採算性に基づく事業構造転換をベースとした事業拡充」「資産効率

向上と財務の安定性および適切な設備投資による企業基盤の整備充実」「コーポレートガバナン

スの充実」「効果的な人的資源の確保・育成と人事関連制度の充実」という5つのキーファンク

ションを定め、全社および事業の具体的戦略からなる中期経営計画を策定し、その達成に向けて積

極的に推進しております。

② 基本方針に照らして不適切な者が支配を獲得することを防止するための取組み

　当社は、平成19年5月15日開催の当社取締役会において、平成19年6月28日開催の当社第142回定時株

主総会において株主の皆様からのご承認を受けることを前提として当社株式等の大量取得行為に

関する対応策（買収防衛策）を導入することを決議し、同定時株主総会において原案どおり承認

可決いただきました。

大量買付ルールが遵守されなかった場合や、大量買付ルールが遵守されている場合でも、当該大量

買付行為が当社の企業価値や、当社株主共同の利益を著しく損なう場合には、独立委員会（大量買

付ルールに則った手続きの進行に関する客観性および合理性を担保するため、当社取締役会から

独立した組織としての社外有識者で構成する委員会）の検討・勧告を受け、当社取締役会は、当社

株主共同の利益を守るために適切と考える方策として新株予約権の無償割当て等、会社法その他

の法律および当社定款が認める措置をとることがあります。

　

大量買付ルールの概要は次のとおりです。

　

「買付説明書」および「必要情報」の提出

大量買付者が大量買付を行おうとする場合には、当社宛に大量買付ルールに沿った当社が要求

する「買付説明書」および「必要情報」を提出していただくこととします。

　

大量買付情報の検討とその開示

大量買付者が現れた事実、大量買付者等から買付説明書および必要情報等が提出された場合に

は、独立委員会はその内容を検討し不十分であると判断した場合には追加的に情報を提供する

ことを求めます。その内容が適切と判断する事項について、独立委員会が適切と判断する時点で

情報開示を行います。

　

独立委員会による検討作業等

独立委員会は、大量買付情報を受領した後、原則として60日間が経過するまでに、買付等の内容

検討と取締役会の事業計画等に関する比較検討および取締役会の提供する代替案の検討等を行

います。独立委員会は、当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上という観点から、当該買

付者等と協議・交渉を行い、または取締役会等による代替案の株主等に対する提示等を行いま

す。
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独立委員会による勧告等および取締役会の決議

独立委員会は当該買付者からの提出情報および取締役会からの代替案等を検討した結果、買収

防衛策の発動または不発動または延期の勧告を取締役会に行います。取締役会は独立委員会の

勧告を最大限尊重して新株予約権の無償割当ての実施または不実施等を決議します。

当社買収防衛策の有効期限は、当社定款の規定に基づき、平成22年6月開催予定の定時株主総会

の終結時までであり、継続のためには当該定時株主総会における承認を得ることになっており

ます。

　

（5）研究開発活動

当第2四半期連結会計期間の研究開発費は、信号システム事業224百万円、電気機器事業138百万円、

共通研究開発費60百万円で、総額423百万円であります。

　研究開発につきましては、事業戦略の上で急務となっております製品開発および製品改良等の研究

課題に取り組んでおります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第2四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第2四半期連結会計期間において、第1四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除

却等について、重要な変更および重要な設備計画の完了はありません。

また、当第2四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 160,000,000

計 160,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第2四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成21年9月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年11月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 62,844,25162,844,251

東京証券取引所
（市場第一部）
大阪証券取引所
（市場第一部）

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式です。
単元株式数は1,000株です。

計 62,844,25162,844,251― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成21年9月30日 ― 62,844,251 ― 6,270 ― 4,625
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(5) 【大株主の状況】

平成21年9月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内1丁目6番6号　 6,245 9.94

日本トラスティ・サービス
信託銀行株式会社　信託口

東京都中央区晴海1丁目8番11号 3,621 5.76

株式会社横浜銀行 横浜市西区みなとみらい3丁目1番1号 3,124 4.97

京王電鉄株式会社 東京都新宿区新宿3丁目1番24号 2,971 4.73

京三みづほ会
横浜市鶴見区平安町2丁目29番 
株式会社京三製作所資材部

2,873 4.57

株式会社三菱東京UFJ銀行 東京都千代田区丸の内2丁目7番1号 2,700 4.30

日本マスタートラスト信託銀行　
株式会社　信託口

東京都港区浜松町2丁目11番3号 2,298 3.66

京三製作従業員持株会 横浜市鶴見区平安町2丁目29番1号 2,253 3.59

第一生命保険相互会社 東京都中央区晴海1丁目8番12号 1,459 2.32

明治安田生命保険相互会社 東京都中央区晴海1丁目8番12号 1,007 1.60

計 ― 28,553 45.44
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成21年9月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 　78,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式
　　　 62,569,000

62,569 ―

単元未満株式 普通株式  197,251 ― 一単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 62,844,251 ― ―

総株主の議決権 ― 62,569 ―

(注)　１　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株(議決権2個)含まれて

おります。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式20株が含まれております。

　

　

② 【自己株式等】

平成21年9月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社京三製作所

横浜市鶴見区平安町
二丁目29番地の1

78,000 ― 78,000 0.12

計 ― 78,000 ― 78,000 0.12

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成21年
　4月 5月 6月 7月 8月 9月

最高(円) 340 352 415 444 452 460

最低(円) 298 323 338 353 404 417

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 
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３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりでありま

す。

　

役職の異動

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役（常務執行役員）
事業本部信号事業部長
事業本部開発センター、
事業本部資材部担当

取締役（常務執行役員）
事業本部信号事業部長
兼事業本部信号事業部コス
トマネジメント室長、
事業本部開発センター、
事業本部資材部担当

日 向 和 雄 平成21年7月1日

取締役（執行役員）
経理部担当

取締役 吉 川 節 平成21年7月1日
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第2四半期連結会計期間(平成20年7月1日から平成20年9月30日まで)及び前第2四半期連結累計期

間(平成20年4月1日から平成20年9月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第2四半期

連結会計期間(平成21年7月1日から平成21年9月30日まで)及び当第2四半期連結累計期間(平成21年4月1日

から平成21年9月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、前第2四半期連結会計期間(平成20年7月1日か

ら平成20年9月30日まで)及び前第2四半期連結累計期間(平成20年4月1日から平成20年9月30日まで)に係る

四半期連結財務諸表について、監査法人トーマツにより四半期レビューを受け、当第2四半期連結会計期間

(平成21年7月1日から平成21年9月30日まで)及び当第2四半期連結累計期間(平成21年4月1日から平成21年9

月30日まで)に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受け

ております。

　なお、従来から当社が監査証明を受けている監査法人トーマツは、監査法人の種類の変更により、平成21年

7月1日をもって有限責任監査法人トーマツとなりました。
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１【四半期連結財務諸表】
　(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第2四半期連結会計期間末
(平成21年9月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年3月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,292 6,115

受取手形及び売掛金 16,732 31,687

製品 3,797 3,283

半製品 2,088 1,916

仕掛品 15,659 14,929

原材料及び貯蔵品 238 202

繰延税金資産 1,423 1,298

その他 149 120

貸倒引当金 △23 △29

流動資産合計 43,358 59,526

固定資産

有形固定資産 ※1
 8,904

※1
 8,074

無形固定資産 ※2
 787

※2
 863

投資その他の資産

投資有価証券 8,485 8,449

繰延税金資産 2,213 2,452

その他 1,585 1,448

貸倒引当金 △35 △35

投資その他の資産合計 12,249 12,314

固定資産合計 21,940 21,252

資産合計 65,299 80,779
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（単位：百万円）

当第2四半期連結会計期間末
(平成21年9月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年3月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 11,854 17,401

短期借入金 1,875 12,075

1年内返済予定の長期借入金 586 4,531

未払法人税等 228 1,208

役員賞与引当金 30 116

受注損失引当金 89 146

その他 5,654 4,888

流動負債合計 20,317 40,367

固定負債

長期借入金 8,542 3,284

長期未払金 1,519 1,677

退職給付引当金 4,012 4,107

その他 363 399

固定負債合計 14,437 9,468

負債合計 34,754 49,835

純資産の部

株主資本

資本金 6,270 6,270

資本剰余金 4,625 4,625

利益剰余金 18,571 19,311

自己株式 △50 △49

株主資本合計 29,416 30,158

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 1,260 910

為替換算調整勘定 △131 △125

評価・換算差額等合計 1,128 785

純資産合計 30,545 30,943

負債純資産合計 65,299 80,779
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  (2)【四半期連結損益計算書】
　　【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第2四半期連結累計期間
(自 平成20年4月1日
 至 平成20年9月30日)

当第2四半期連結累計期間
(自 平成21年4月1日
 至 平成21年9月30日)

売上高 25,065 27,409

売上原価 21,756 22,806

売上総利益 3,309 4,602

販売費及び一般管理費

給料及び手当 1,183 1,167

賞与 357 376

役員賞与引当金繰入額 41 30

退職給付費用 161 141

減価償却費 58 58

荷造及び発送費 440 433

その他 1,973 2,138

販売費及び一般管理費合計 4,216 4,346

営業利益又は営業損失（△） △907 256

営業外収益

受取配当金 76 65

受取保険金及び配当金 43 128

その他 87 53

営業外収益合計 206 248

営業外費用

支払利息 111 108

持分法による投資損失 200 552

その他 27 51

営業外費用合計 339 712

経常損失（△） △1,039 △208

特別利益

貸倒引当金戻入額 15 5

抱合せ株式消滅差益 － ※1
 71

固定資産売却益 － 0

特別利益合計 15 77

特別損失

固定資産除売却損 10 101

投資有価証券評価損 102 0

環境対策費 ※2
 59

※2
 70

その他 2 0

特別損失合計 174 172

税金等調整前四半期純損失（△） △1,198 △303

法人税等 ※3
 △344

※3
 123

四半期純損失（△） △853 △426
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　　【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第2四半期連結会計期間
(自 平成20年7月1日
 至 平成20年9月30日)

当第2四半期連結会計期間
(自 平成21年7月1日
 至 平成21年9月30日)

売上高 13,793 16,939

売上原価 11,869 14,330

売上総利益 1,923 2,608

販売費及び一般管理費

給料及び手当 582 579

賞与 179 190

役員賞与引当金繰入額 20 15

退職給付費用 95 67

減価償却費 13 20

荷造及び発送費 243 247

その他 1,021 1,092

販売費及び一般管理費合計 2,156 2,213

営業利益又は営業損失（△） △232 395

営業外収益

受取配当金 1 4

受取保険金及び配当金 － 21

その他 42 28

営業外収益合計 43 53

営業外費用

支払利息 54 47

持分法による投資損失 144 240

その他 11 21

営業外費用合計 209 309

経常利益又は経常損失（△） △399 140

特別利益

固定資産売却益 － 0

特別利益合計 － 0

特別損失

固定資産除売却損 9 9

投資有価証券評価損 102 －

環境対策費 ※1
 59

※1
 70

その他 2 0

特別損失合計 173 79

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△572 60

法人税等 ※2
 △86

※2
 155

四半期純損失（△） △486 △94
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　(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第2四半期連結累計期間
(自 平成20年4月1日
 至 平成20年9月30日)

当第2四半期連結累計期間
(自 平成21年4月1日
 至 平成21年9月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △1,198 △303

減価償却費 569 607

貸倒引当金の増減額（△は減少） △56 △5

退職給付引当金の増減額（△は減少） △108 △95

投資有価証券評価損益（△は益） 102 －

持分法による投資損益（△は益） 200 552

受取利息及び受取配当金 △83 △66

支払利息 111 108

売上債権の増減額（△は増加） 11,835 14,950

たな卸資産の増減額（△は増加） △6,802 △1,451

仕入債務の増減額（△は減少） △681 △5,545

その他 △1,688 406

小計 2,200 9,158

利息及び配当金の受取額 95 66

利息の支払額 △112 △108

法人税等の支払額 △569 △1,206

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,614 7,909

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △87 △39

定期預金の払戻による収入 243 83

投資有価証券の取得による支出 △3 △7

有形固定資産の取得による支出 △965 △1,419

無形固定資産の取得による支出 △94 △31

その他 99 △50

投資活動によるキャッシュ・フロー △808 △1,465

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △2,150 △10,200

長期借入れによる収入 － 5,500

長期借入金の返済による支出 △243 △4,187

配当金の支払額 △313 △313

その他 △3 △20

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,709 △9,221

現金及び現金同等物に係る換算差額 0 △0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,903 △2,777

現金及び現金同等物の期首残高 5,679 6,014

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 3,775

※1
 3,237
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【継続企業の前提に関する事項】

当第2四半期連結会計期間(自  平成21年7月1日  至  平成21年9月30日)

　　該当事項はありません。

　

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

当第2四半期連結累計期間
(自　平成21年4月1日 至　平成21年9月30日)

（会計処理基準に関する事項の変更）

　完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更

第1四半期連結会計期間より「工事契約に関する会計基準」(企業会計基準第15号　平成19年12月27日)及

び「工事契約に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月27日)を適用し、

第1四半期連結会計期間に着手した工事契約から、当第2四半期連結会計期間末までの進捗部分について成

果の確実性が認められる工事については工事進行基準(工事の進捗率の見積りは原価比例法)を、その他の

工事については工事完成基準を適用しております。

これによる営業利益、経常損失及び税金等調整前四半期純損失にあたえる影響はありません。

　

　

【簡便な会計処理】

　

当第2四半期連結累計期間
(自　平成21年4月1日 至　平成21年9月30日)

固定資産の減価償却費の算定方法

固定資産の年度中の取得、売却又は除却等の見積りを考慮した予算に基づく年間償却予定額を期間按分す

る方法によっております。

　なお、定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する

方法によっております。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

　

当第2四半期連結累計期間
(自　平成21年4月1日 至　平成21年9月30日)

（税金費用の計算）

税金費用については、当第2四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会

計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第2四半期連結会計期間末
(平成21年9月30日)

前連結会計年度末
(平成21年3月31日)

※１ 有形固定資産から控除した

減価償却累計額 13,606百万円

※1 有形固定資産から控除した

減価償却累計額 13,624百万円

※２ 無形固定資産に含まれるのれん　 　 

　 49百万円

※２ 無形固定資産に含まれるのれん

　 57百万円

  ３　受取手形割引高　

　 ―

  ３　受取手形割引高

　 804百万円

　

(四半期連結損益計算書関係)

第2四半期連結累計期間

前第2四半期連結累計期間
(自　平成20年4月1日 至　平成20年9月30日)

当第2四半期連結累計期間
(自　平成21年4月1日 至　平成21年9月30日)

――
※１　抱合せ株式消滅差益は、平成21年4月に連結子会社

京三電設工業㈱が非連結子会社信号工業㈱を吸収

合併したことに伴い計上したものであります。

※２　環境対策費は本社及び鶴見工場の土壌汚染の浄化

等にかかる費用であります。 　同左

※３　法人税等調整額は法人税等に含めて表示しており

ます。
同左

　

第2四半期連結会計期間

前第2四半期連結会計期間
(自  平成20年7月1日
至  平成20年9月30日)

当第2四半期連結会計期間
(自  平成21年7月1日
至  平成21年9月30日)

※１　環境対策費は本社及び鶴見工場の土壌汚染の浄化

等にかかる費用であります。
同左

※２　法人税等調整額は法人税等に含めて表示しており

ます。
同左

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第2四半期連結累計期間
(自　平成20年4月1日　至　平成20年9月30日)

当第2四半期連結累計期間
(自　平成21年4月1日 至　平成21年9月30日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 

現金及び預金勘定 4,494百万円

預入期間が3ヶ月を超える定期預金 △718　

現金及び現金同等物 3,775　
 

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 

現金及び預金勘定 3,292百万円

預入期間が3ヶ月を超える定期預金 △55　

現金及び現金同等物 3,237　
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(株主資本等関係)

当第2四半期連結会計期間末(平成21年9月30日)及び当第2四半期連結累計期間(自  平成21年4月1日  至  

平成21年9月30日)

１  発行済株式に関する事項

株式の種類
当第2四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 62,844,251

　

　

２  自己株式に関する事項

株式の種類
当第2四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 146,725

　

　

３  配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

1株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年6月26日
定時株主総会

普通株式 313 5.0平成21年3月31日 平成21年6月29日 利益剰余金

　

(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の

効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

1株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年11月11日
取締役会

普通株式 313 5.0平成21年9月30日 平成21年12月4日 利益剰余金
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前第2四半期連結会計期間(自  平成20年7月1日  至  平成20年9月30日)

　

　
信号システム
事業
(百万円)

電気機器
事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

10,328 3,464 13,793 ― 13,793

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

1 560 561 (561) ―

計 10,329 4,025 14,355 (561) 13,793

営業利益又は営業損失(△) 152 280 432 (664) △232

(注)　１　事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２　各事業の主な製品

(1)信号システム事業・・・・・・列車運行管理システム、列車保安制御システム、交通管制システム

(2)電気機器事業・・・・・・・・半導体応用機器

　

当第2四半期連結会計期間(自  平成21年7月1日  至  平成21年9月30日)

　

　
信号システム
事業
(百万円)

電気機器
事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

15,062 1,877 16,939 ― 16,939

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

0 673 673 (673) ―

計 15,062 2,550 17,613 (673) 16,939

営業利益 934 142 1,077 (681) 395

(注)　１　事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２　各事業の主な製品

(1)信号システム事業・・・・・・列車運行管理システム、列車保安制御システム、交通管制システム

(2)電気機器事業・・・・・・・・半導体応用機器
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前第2四半期連結累計期間(自  平成20年4月1日  至  平成20年9月30日)

　

　
信号システム
事業
(百万円)

電気機器
事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

18,816 6,249 25,065 ― 25,065

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

1 745 746 (746) ―

計 18,818 6,994 25,812 (746) 25,065

営業利益又は営業損失(△) 86 337 423 (1,331) △907

(注)　１　事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２　各事業の主な製品

(1)信号システム事業・・・・・・列車運行管理システム、列車保安制御システム、交通管制システム

(2)電気機器事業・・・・・・・・半導体応用機器

　

当第2四半期連結累計期間(自  平成21年4月1日  至  平成21年9月30日)

　

　
信号システム
事業
(百万円)

電気機器
事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

24,165 3,243 27,409 ― 27,409

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

0 1,244 1,244 (1,244) ―

計 24,165 4,487 28,653 (1,244) 27,409

営業利益 1,532 139 1,671 (1,415) 256

(注)　１　事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２　各事業の主な製品

(1)信号システム事業・・・・・・列車運行管理システム、列車保安制御システム、交通管制システム

(2)電気機器事業・・・・・・・・半導体応用機器

　

【所在地別セグメント情報】

前第2四半期連結会計期間(自 平成20年7月1日 至 平成20年9月30日)及び当第2四半期連結会計期間(自 

平成21年7月1日 至 平成21年9月30日)並びに前第2四半期連結累計期間(自 平成20年4月1日  至 平成20

年9月30日)及び当第2四半期連結累計期間(自 平成21年4月1日 至 平成21年9月30日)

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が、90％を超えるため、所在地別セグメント情報の記

載を省略しております。
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【海外売上高】

前第2四半期連結会計期間(自  平成20年7月1日  至  平成20年9月30日)

　 アジア その他 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 1,761 92 1,853

Ⅱ　連結売上高(百万円) ― ― 13,793

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合

12.7％ 0.7％ 13.4％

(注)　１　地域は、地理的近接度により区分しております。各区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。

　　（１）アジア・・・・・・中国、台湾、韓国等

　　（２）その他・・・・・・ベネズエラ等

２　海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

　

当第2四半期連結会計期間(自  平成21年7月1日  至  平成21年9月30日)

　 アジア その他 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 1,719 99 1,818

Ⅱ　連結売上高(百万円) ― ― 16,939

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合

10.1％ 0.6％ 10.7％

(注)　１　地域は、地理的近接度により区分しております。各区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。

　　（１）アジア・・・・・・韓国、中国、台湾等

　　（２）その他・・・・・・アメリカ等

２　海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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前第2四半期連結累計期間(自  平成20年4月1日  至  平成20年9月30日)

　 アジア その他 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 3,005 127 3,132

Ⅱ　連結売上高(百万円) ― ― 25,065

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合

12.0％ 0.5％ 12.5％

(注)　１　地域は、地理的近接度により区分しております。各区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。

　　（１）アジア・・・・・・中国、台湾、韓国等

　　（２）その他・・・・・・ベネズエラ等

２　海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

　

当第2四半期連結累計期間(自  平成21年4月1日  至  平成21年9月30日)

　 アジア その他 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 2,567 105 2,673

Ⅱ　連結売上高(百万円) ― ― 27,409

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合

9.4％ 0.4％ 9.8％

(注)　１　地域は、地理的近接度により区分しております。各区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。

　　（１）アジア・・・・・・中国、韓国、台湾等

　　（２）その他・・・・・・アメリカ等

２　海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表上の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありま

せん。

　

　

(1株当たり情報)

１  1株当たり純資産額

　
当第2四半期連結会計期間末
(平成21年9月30日)

前連結会計年度末
(平成21年3月31日)

487円19銭 493円52銭

(注)  1株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第2四半期
連結会計期間末
(平成21年9月30日)

前連結会計年度末
(平成21年3月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 30,545 30,943

普通株式に係る純資産額(百万円) 30,545 30,943

普通株式の発行済株式数(千株) 62,844 62,844

普通株式の自己株式数(千株) 146 144

1株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数(千株) 62,697 62,699

　

２  1株当たり四半期純損失金額

第2四半期連結累計期間

　
前第2四半期連結累計期間
(自  平成20年4月1日
至  平成20年9月30日)

当第2四半期連結累計期間
(自  平成21年4月1日
至  平成21年9月30日)

1株当たり四半期純損失金額 13円62銭
　

1株当たり四半期純損失金額 6円80銭
　

（注）1.潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額については、関連会社の発行する潜在株式は存在しておりますが、

1株当たり四半期純損失金額であるため記載しておりません。

2.1株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎

項目
前第2四半期連結累計期間
(自  平成20年4月1日
至  平成20年9月30日)

当第2四半期連結累計期間
(自  平成21年4月1日
至  平成21年9月30日)

四半期純損失(百万円) 853 426

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株主に係る四半期純損失(百万円) 853 426

普通株式の期中平均株式数(千株) 62,702 62,698
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第2四半期連結会計期間

　
前第2四半期連結会計期間
(自  平成20年7月1日
至  平成20年9月30日)

当第2四半期連結会計期間
(自  平成21年7月1日
至  平成21年9月30日)

1株当たり四半期純損失金額 7円75銭
　

1株当たり四半期純損失金額 1円51銭
　

（注）1.潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額については、関連会社の発行する潜在株式は存在しておりますが、

1株当たり四半期純損失金額であるため記載しておりません。

2.1株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎

項目
前第2四半期連結会計期間
(自  平成20年7月1日
至  平成20年9月30日)

当第2四半期連結会計期間
(自  平成21年7月1日
至  平成21年9月30日)

四半期純損失(百万円) 486 94

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株主に係る四半期純損失(百万円) 486 94

普通株式の期中平均株式数(千株) 62,701 62,698

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

　

　

２ 【その他】

第145期(平成21年4月1日から平成22年3月31日まで)中間配当については、平成21年11月11日開催の取締

役会において、平成21年9月30日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うこ

とを決議いたしました。

①  配当金の総額                              　  313百万円

②  1株当たりの金額                       　       5円00銭

③  支払請求権の効力発生日及び支払開始日    平成21年12月4日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年11月6日

株　式　会　社　京　三　製　作　所

　　取　締　役　会　御　中

　

監査法人　　ト　ー　マ　ツ

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　安　　原　清　　一　　印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　水　　上　亮 比 呂　　印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　澤　　田　修　　一　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社京三製作所の平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日までの連結会計年度の第２四半期連結会計

期間(平成２０年７月１日から平成２０年９月３０日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成２０年４月１

日から平成２０年９月３０日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結

損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を

表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

　

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社京三製作所及び連結子会社の平成２

０年９月３０日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期

間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさ

せる事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年11月4日

株　式　会　社　京　三　製　作　所

　　取　締　役　会　御　中

　

 有限責任監査法人　　ト　ー　マ　ツ

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　水　　上　亮 比 呂　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　澤　　田　修　　一　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社京三製作所の平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの連結会計年度の第２四半期連結会

計期間（平成２１年７月１日から平成２１年９月３０日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成２１年４

月１日から平成２１年９月３０日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半

期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期

連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社京三製作所及び連結子会社の平成２

１年９月３０日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期

間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさ

せる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 
(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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